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" は じ め に







Unique européen）によって 1957 年の EC 創設の条約が改正された後には，す
べての加盟国の消費者に対して均等な保護のレベルを保証することが重要であ
169
る。というのも，消費者の保護が EU 法の目的の"つとなったのは，1986 年
以降のことでしかないからである。それゆえ，1985 年'月 25 日の指令は，本
質的には競争法の規定である。そして，すべての加盟国は，1988 年 7 月 1 日
までに，その国内法をこの指令に適合するようにしなければならなかった。し
かし，フランス法では，立法者が国内法をヨーロッパ法に調和させたのは，約
10 年ほど遅れた，1998 年 5 月 19 日の法律によるものである。
1998 年法以前には，欠陥製品による責任についての特別な法規定は存在し
なかった。製品の欠陥によって生じた損害の賠償責任について，普通法を適用
したのは破毀院である。1985 年の EC 指令は，調和のための国内法が施行さ
れた後，フランスでは，1998 年 5 月 20 日以降に流通した製品によって生じた
損害の賠償にしか適用されない。しかし，加盟国のすべての裁判所に対して強
制力を有するヨーロッパ共同体裁判所（CJCE）の判例によって，裁判所は，





された期限である 1988 年 7 月 1 日と 1998 年 5 月 20 日の間に市場に置かれた
製品に関して，1985 年の指令の強行規定を考慮しつつフランス法を適用しな
ければならない，ということである。1998 年 5 月 20 日以降に市場に置かれた
製品に関しては，同年 5 月 19 日の法律が，それ以前の法の解釈規定を設ける
ことなく，直接に適用される。













































務を負う製造者による不履行に対して権利の行使を認めたのは，1998 年 5 月







また，1998 年 4 月 28 日の判決では，破毀院は，輸血によってエイズ抗体陽
性となった患者に関して，民法典の契約責任に関する 1147 条と契約外責任に












































% 1985 年 7 月 25 日の EC指令











































































































EC 指令の第 6 条は，製品の欠陥は，その製品が流通に置かれた時に評価さ
れなければならないとする。この規定は，製造者が開発危険の存在を立証した
場合の免責に関する第 7条のｅに関連づけられる。
EC 指令の第 7 条のｅによれば，「製造者が，製品を流通に置いた時の科学
的かつ技術的な知見によっては，欠陥の存在を発見することができなかったこ
とを立証した場合には，製造者は責任を負わない」とされる。








































本稿は，2011 年 3 月'日に立教大学太刀川記念館において行われた講演の原稿
を翻訳したものである。
薬害責任における製品の欠陥 179
